
水環境、大気環境、土壌環境保全に関する状況
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No.67 アジアにおける排出量の経年変化

1980年以降、アジアでは燃料消費量の増加に伴い、NOx、SO2、NMVOC排出量が増加している。中国のSO2は、
脱硫装置の導入に伴い、2006年頃から排出量が減少に転じている。
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SO2：二酸化硫黄
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出典：アジア域排出インベントリREAS
（Regional Emission inventory in Asia)



No.68 アジア大陸（中国・韓国）からのオゾンの影響（推計）

我が国へのオゾンの越境汚染については、概ね10～20％がアジア大陸起源と推計されている。

78

出典：国立環境研究所（2005）プレスリリース資料「アジアの大気汚染が日本のオゾンに与える影響を定量的に解明」より作成
※本研究では、1998年から2003年までのデータを用いて分析を実施。
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No.69 二酸化窒素の環境基準達成状況の推移

2014年度の環境基準達成率は、一般環境大気測定局では100％（測定局1,275、達成局1,275）、自動車排出ガス
測定局では99.5％（測定局403、達成局401）であり、いずれも近年はほぼ横ばいで推移している。

79出典：環境省 平成26年度大気汚染状況について

一般環境大気測定局
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※一般環境大気測定局：住宅地などの一般的な生活空間における大気汚染の状況を把握するために設置されたもの。
※自動車排出ガス測定局：自動車走行による排出物質に起因する大気汚染の考えられる交差点、道路及び道路端付近の大気を対象

にした汚染状況を常時監視する測定局。
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No.70 浮遊粒子状物質の環境基準達成状況の推移

2012年以降の近年は、一般環境大気測定局、自動車排出ガス測定局ともに、ほぼすべての測定局で環境基準を
達成している。

80出典：環境省 平成26年度大気汚染状況について

※一般環境大気測定局： 住宅地などの一般的な生活空間における大気汚染の状況を把握するために設置されたもの。
※自動車排出ガス測定局： 自動車走行による排出物質に起因する大気汚染の考えられる交差点、道路及び道路端付近の大気を対

象にした汚染状況を常時監視する測定局。

一般環境大気測定局 自動車排出ガス測定局



No.71 国内におけるPM2.5濃度と基準達成率の推移

81出典：環境省 平成26年度大気汚染状況報告書

年平均濃度は減少傾向にあったが、近年は横ばいで推移しており、平成26年度の環境基準達成率は、一般局
37.8% 、自排局25.8%となっている。

【一般局】住宅地で一般環境大気の汚染状況を監視する測定局
【自排局】道路沿道で自動車排出ガスによる汚染状況を監視する測定局
※平成13～21年度までは、環境省による試行的な測定結果。平成22年度以降、標準的な測定法により、都道府県等による全国的な測定が開始され

た。
※廃棄物焼却炉に対するばいじんやダイオキシン類の排出規制、ディーゼル車の排出ガス規制等が、大気環境中のPM2.5の低減に寄与したと評価

されている。

環境基準
（年平均値）



No.72 光化学オキシダントの環境基準の達成状況

82出典：環境省 平成26年度大気汚染状況報告書

※1一般環境大気測定局：住宅地な
どの一般的な生活空間における
大気汚染の状況を把握するため
に設置されたもの。

※2日最高８時間値の年間99パー
センタイル値の３年移動平均値

環境基準達成率は、０％（一般環境大気測定局※1、平成26年度）で、依然として極めて低いが、注意報発令レベル
の超過割合が多い関東地域等では、近年、各地域の最高値が低下している。

光化学オキシダント（昼間の日最高１時間値）の濃度レベル別測定局数の推移

光化学オキシダント濃度の長期的な改善傾向を評価するための指標※2による最高濃度の経年変化



No.73 ヒートアイランド現象（東京地域の高温域の分布）

83出典：気象庁 ヒートアイランド監視報告（平成27年）、環境省ホームページ

都市化の影響により、2015年では内陸部を中心に気温が1.5～2℃程度上昇したと見積もられている。実際の長期
的な観測値の傾向でも、各都市において気温の長期的な上昇、特に最低気温の上昇傾向が顕著である。

都市気候モデルによるヒートアイランド現象の再現結果
2015年8月の関東地方の平均気温の都市あり実験結果（左図、単位：℃）、都市なし実験結果（中
央図、単位：℃）、都市化の影響による平均気温の変化：「都市あり実験」と「都市なし実験」の差

（右図、単位：℃）



No.74 黄砂観測日数の推移

近年は黄砂が観測されることが少なくなっているが、黄砂は年々変動が大きく、長期的な傾向は明瞭ではない。

84出典：気象庁ホームページ 黄砂観測日数表
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No.75 環境基準（BOD又はCOD）達成率の推移

85出典：環境省 平成27年公共用水域水質測定結果

※1 BOD（生物化学的酸素要求量）：水中の有機物が微生物の働きによって分解されるときに消費される酸素の量。河川の
有機汚濁を測る代表的な指標である。

※2 COD（化学的酸素要求量）：水中の有機物を酸化剤で酸化した際に消費される酸素の量。湖沼、海域の有機汚濁を測る
代表的な指標である。

※3 達成率（％）＝（達成水域数/累計指定水域数）×100
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No.76 地下水の環境基準超過率の推移（超過率の高い項目）

2015年度における全体の環境基準超過率は5.8％（前年度6.2％、全前年度5.8％）で、ほぼ横ばいで推移してい
る。
項目別では、硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素が3.5％で最も高く、次いで砒素が2.2％と高い。

86出典：環境省 平成27年度地下水質測定結果
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No.77 各国の水資源量と人口

各国の1人当たりの水資源量には大きな差があり、また、人口が多い中国、インド等において水資源量が少ない
など、水資源が偏在している状況。

87出典：FAO AQUASTAT（2014）、国連 GLOBAL NOTE（2014）

※水資源量＝国内流水量。
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No.78 日本の水収支

日本の降水量は年間約6,400億㎥であるが、蒸発散による大気への移動や洪水などによる海への流出などによ
り、実際に使用している水量は、2012年の取水量ベースで年間約805億㎥である。
周囲された水は、工場内で繰り返し利用されたり、上流で使用・処理された水が河川に放流されて再び下流で取
水されるなど、水は繰り返し利用されている。このため、水の量だけでなく、「質」の保全を行うために多様な施策を
講じ、健全な水環境を目指している。

88出典：国土交通省 平成27年版日本の水資源の現況について

(注)
1. 国土交通省水資源部作成
2. 年平均降水総量、蒸発散量、水資源賦存量は1981年～

2010年のデータをもとに国土交通省水資源部が算出
3. 生活用水、工業用水で使用された水は2012年の値、公益

事業で使用された水は2013年の値で、国土交通省水資源
部調べ

4. 農業用水における河川水は2012年の値で、国土交通省水
資源部調べ。地下水は農林水産省「第5回農業用地下水利
用実態調査」（2008年度調査）による。

5. 養魚用水、消・流雪用水は2013年度の値で、国土交通省水
資源部調べ

6. 建築物用等は環境省「全国の地盤沈下地域の概況」による
もので、2013年度の地下水使用量の報告があった地方公
共団体（18都道府県）で、条例等による届出等により把握さ
れている地下水利用量を合計したものである。

7. 排水処理施設は、2012年度の値で、社団法人日本下水道
協会「下水道統計」による。

8. 火力発電所等には、原子力発電所、ガス供給事業所、熱供
給事業所を含む。

9. 四捨五入の関係で合計が合わないことがある。
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No.79 土壌汚染調査事例数の推移

出典：環境省 平成26年度土壌汚染対策法の施行状況及土壌汚染調査・対策事例等に関する調査結果

都道府県・政令市が把握した土壌汚染の調査事例件数及び土壌溶出量基準または土壌含有量基準の不適合件
数及び適合件数（法対象外を含む）は、長期的にみて増加傾向である。



No.80 代表的地域の地盤沈下の経年変化
かつて著しい地盤沈下を示した東京都区部、大阪市、名古屋市などでは、地下水採取規制等の対策の結果、長
期的には地盤沈下は沈静化の傾向をたどっている。しかし、消融雪地下水採取地、水溶性天然ガス溶存地下水
採取地など、一部地域では依然として地盤沈下が発生している。

90出典：環境省 平成27年度 全国の地盤沈下地域の概況



No.81 騒音の環境基準達成状況

自動車騒音：平成22年度の道路に面する地域における騒音の環
境基準の達成状況は、全国7,794千戸の住居棟を対
象に行った評価では、昼間又は夜間で環境基準を超
過したのは530千戸（6.8％）。

航空機騒音：環境基準の達成状況は長期的に改善の傾向にあり、
平成22年度においては測定地点の77.8％の地点で
達成。

新幹線鉄道騒音：環境基準の達成状況は長期的に改善の傾向にあり、
平成22年度においては測定地点の51.7％で達成。

91出典：環境省 平成26年度 自動車交通騒音実態調査報告、環境省水・大気環境局自動車環境対策課資料
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No.82 海洋環境保全に係る国際的な動向の概要

92

①国連海洋法条約（UNCLOS）
• 排他的経済水域における沿岸国の権利、管轄権及び義務（第3条）

沿岸国は、排他的経済水域において、次のものを有する。
（ｂ）この条約の関連する規定に基づく次の事項に関する管轄権

（ⅲ）海洋環境の保護及び保全
• 汚染の危険又は汚染の影響の監視（第204条）

いずれの国も、特に、自国が許可し又は従事する活動が海洋環境を汚染するおそれがあるか
おそれがないかを決定するために、これらの活動の影響を常に監視する。

②持続可能な開発の目標（SDGs）
• ２０１５年９月に開催された国連サミットにおいて採択された17の目標の一つ。

-Goal１４：持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用する

-１４．１：２０２５年までに海洋ごみや富栄養化を含む、特に陸上活動による汚染など、あらゆる種類の海洋汚染を
防止し、大幅に削減することや持続的な管理と保護を行い、海洋及び沿岸の生態系の回復のための取組を行う

③国連環境総会（ＵＮＥＡ）決議
• ２０１６年５月に開催された第２回国連環境総会における海洋に関する決議。

-海洋環境に係る国際的な枠組みへの加盟及びそれによる早期発効、地域海における連携及び実行の強化、陸
上起因の有害物質等に起因する海洋汚染の防止等の重要性を確認

④つくばコミュニケ
• ２０１６年５月に開催されたG7茨城つくば科学技術大臣会合において採択。

-国連の持続可能な開発目標（SDGs）の目標14及びその他の関連する目標の達成や関連する条約の目的に資す
るため、海洋観測の強化、海洋環境アセスメントの強化等を支援する。

⑤Our Ocean会合
• ケリー国務長官の主導により、２０１４年に米国において開催。

-海洋保護区（MPA）や海洋ごみ等の海洋関係の議題が取り扱われている。
-年１回開催されている（２０１５年はチリ、２０１６年は米国、２０１７年はマルタ（予定））。



No.83 海洋汚染（マイクロプラスチック等）の状況

わが国の全国の漂着ごみの推計量は31～58万トン（平成25年度）である。また、5年間（平成22-26年）の総計で、
ごみの個数が最も多かったのは山口県下関市で、50mの海岸線に、約47,000個漂着していた。
微細なプラスチックごみ（5mm以下）であるマイクロプラスチックについては、平成27年度に環境省が実施した実態
調査によると、日本周辺海域（東アジア）では、北太平洋の16倍、世界の海の27倍のマイクロプラスチック（個数）
が存在したことが報告されている。

93出典：環境省

※5年間（平成22-26年）の合計：人工物の破片及び灌木は除く



化学物質に関する状況
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No.84 PRTR制度に基づく届出排出量等の推移

化学物質排出移動量登録制度（ＰＲＴＲ制度）により、人の健康や動植物に有害な影響を及ぼすおそれのある化
学物質について、毎年度、対象事業者には、排出量と移動量の届出が義務付けられている。

95
出典：環境省 「平成26年度ＰＲＴＲデータの概要 －化学物質の排出量・移動量の集計結果－」について

届出排出量・移動量の経年変化の概要について

PRTR制度に基づく届出排出量・
届出外排出量
上位10物質とその量（2014年度）

PRTR制度に基づく届出排出量・移動量
の推移

注）平成20年11月（2008年度）に対象物質の見直し（354物質⇒462物
質）及び対象業種の追加（医療業）が行われた。経年推移のデータを見
る際には、この点に留意されたい。



No.85 ダイオキシン類の排出総量と大気及び水質中の濃度

2014年の総排出量が121～123g-TEQ/年で、前年の128～130g-TEQ/年に比べて減少しており、ダイオキシン類
の排出量は着実に減少している。大気、水質の環境中平均濃度についても、近年は環境基準値を大きく下回って
いる。

96出典：環境省 ダイオキシン類の排出量の目録（排出インベントリー）、平成26年度ダイオキシン類に係る環境調査結果

濃
度
（
大
気
:pg-TEQ

/㎥
、水
質
：
pg-TEQ

/L）

※環境基準値：（大気）0.6pg-TEQ/m3 （水質） 1pg-TEQ/L
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No.86 生物中のPCB濃度の推移

2002年度から2016年度において、貝類のPCB濃度において減少傾向がみられる。
2012年度までの鳥類にも減少傾向がみられる。

97出典：環境省 平成27年度版 化学物質と環境

○PCB類の生物中の経年変化（幾何平均値）

※g-wet：湿重量（水分を含めた重量）
貝類：ムラサキイガイ、イガイ等。3地点を調査。
魚類：サンマ、スズキ、アイナメ、シロサケ等。19地点を調査。
鳥類：ウミネコ、ムクドリ等。2地点を調査。2013年度および2014年度に調査地点および調査対象生物を変更したことから、2012

年度までと継続性がないため、2013年以降の経年変化は示していない。



No.87 化学物質が人や生態系へ与える影響

化学物質の内分泌かく乱作用については、様々な研究開発が行われており、環境省でもSPEED’98、
EXTEND2005 及び EXTEND2010 の中で試験方法の開発など、様々な取組みを実施。
2016年には、新たなプログラムとしてEXTEND2016を策定し、作用・影響の評価及び試験法の開発、環境中濃度の
実態把握及びばく露の評価などを進める予定。

98
出典：次世代のための化学物質対策- 生態系をまもるために（環境省）、

化学物質の内分泌かく乱作用に関する今後の対応 －EXTEND2016－（環境省）

物質名  主な用途  主な悪影響  

PCB、DDTなど  電気絶縁体、殺虫剤等  ・強い慢性毒性  
・環境中で分解されにくく、生物の体内に蓄積されやすい  
・人間以外に、鳥類などにも影響あり  

有機スズ化合物  船底の貝付着防止等  ・世界各地における貝類の減少  
・日本やインドネシア、マレーシアの沿岸部に生息するマキ

ガイのオス化  

ノニルフェノール  洗剤、界面活性剤、ゴム

の添加剤等  
・魚類への内分泌攪乱（いわゆる環境ホルモン）作用を及ぼ

す可能性  
・その他水生生物への有害性  

 



No.88 化学物質と生物多様性

・化学物質には、生物多様性の第３の危機（人間により持ち込まれたものによる危機）の要因となるものが存在。
・「生物多様性および生態系サービスの総合評価（JBO2）」によれば、化学物質の影響は、過去２０年から現在ま
での傾向としては、その影響力が減少傾向。

99出典：環境省 第57回中央環境審議会総合政策部会資料、「生物多様性および生態系サービスの総合評価 報告書」

■生物多様性の４つの危機
○人間活動や開発による危機
○里地里山など人間活動の縮小による危機
○人間により持ち込まれたものによる危機
• 影響について未知の点の多い化学物質による生態系への影響のおそれも挙げられます。・・・・

化学物質による生態系への影響について適切にリスク評価を行い、リスク管理を推進することが
必要です。

○地球温暖化による危機

■生物多様性および生態系サービスの総合評価（JBO2）
・難分解性、高蓄積性、人への長期毒性を有する化学物質が生態系に与える影響は長期にわたる
可能性があるものの、その影響については未知である点も多いとされる。
・１９７０年代以降に化学物質に関する規制が導入され、影響は軽減している可能性がある。
・２００９ 年の化審法の改正により既存化学物質を含むすべての一般化学物質がリスク評価・管理
の対象となった。



No.89 我が国における水銀のマテリアルフロー

我が国における水銀のマテリアルフロー（2010年度ベース）は以下のとおりであり、主な流れとしては、原燃料等に
含まれて国内利用等に供される量が85 トン、輸出等により国外へ移動する量が75 トン、環境への排出が18～23 
トン、最終処分量が11～24 トンとなっている。

10
0出典：環境省 水銀に関するマテリアルフロー（2010 年度ベース）の検討結果



東日本大震災からの復興・創生、
放射性物質による環境汚染からの回復等に関する状況
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No.90 空間線量率の時空間分布

102出典：原子力規制委員会 「福島県及びその近隣県における航空機モニタリングの測定結果について」 （平成29年2月13日）

空間線量率の推移
（東京電力福島第一原子力
発電所から80km圏内）

μSv/h：
マイクロシーベルト

放射性物質による影響の変化を確認するため、東京電力福島第一原子力発電所から80km 圏内について継続的に航
空機モニタリングが実施され、空間線量率の分布状況、放射性セシウムの沈着状況が調査されてきた。また、80km 圏
外についても航空機モニタリングにより、放射性物質の影響把握が行われている。
80km 圏内における空間線量率は、線量が高い地域（東京電力福島第一原子力発電所から北西方向に伸びる領域）
も、低い地域も、年月の経過と共に下がってきていることが確認された。福島第一原発から80km圏内の地表面から1m
高さの空間線量率は、平成23年11月比で約71％減少（※）。
※本値は対象地域を250mメッシュに区切り、各メッシュの中心点の測定結果の比から算出したものである。他の比較手法を用いた場合、減少率は異な

る可能性がある。



No.91 避難区域の状況
◆最近の避難指示解除の状況
• 田村市：平成26年4月1日避難指示解除準備区域を解除（①人口の66％、世帯の75％の方が帰還＜30ｋｍ圏内（都路

町）＞、②人口の58％、世帯の68％の方が帰還＜20km圏内＞、ともに平成27年8月末時点）
• 川内村：平成26年10月1日避難指示解除準備区域を解除（人口の61％、世帯の55％の方が帰還＜川内村全域＞、平

成27年9月1日時点）
• 楢葉町：平成27年9月5日避難指示解除準備区域を解除（全町避難した町として初めて避難指示を解除）
• 葛尾村：平成28年6月12日居住制限区域及び避難指示解除準備区域を解除
• 南相馬市：平成28年7月12日居住制限区域及び避難指示解除準備区域を解除
• 飯舘村・川俣町：平成29年3月31日居住制限区域及び避難指示解除準備区域を解除予定

103

平成27年6月12日閣議決定「原子力災害からの福島復興
の加速に向けて」改訂のポイント

出典：内閣府原子力被災者生活支援チーム資料「避難指示区域等における活動について」（平成27年12月）、経済産業省ウェブサイト等

避難指示区域の概念図（平成28年10月28日時点）



No.92 国直轄除染の進捗状況

田村市、楢葉町、川内村、大熊町、葛尾村、川俣町、双葉町、飯館村、富岡町は、面的除染を完了している。
現在面的除染を実施している南相馬市、浪江町を含め、平成29年3月末までに除染実施計画に基づく面的除染を
完了することが目標である（帰還困難区域を除く）。

104出典：環境省ホームページ、除染情報サイト 除染特別地域における進捗状況 （平成29年１月31日時点）

＜避難指示が解除された市町村又は解除日が決定した市町村＞

＜面的除染が終了した市町村＞

※除染終了時期は、各市町村の除染実施計画における除染対象の
うち、同意を得られた者に対する面的除染が終了した時期を記載。

（*）平成28年6月17日の原子力災害対策本部にて決定。
（**）平成28年10月28日の原子力災害対策本部にて決定。



No.93 市町村除染の進捗状況

福島県内、県外の市町村では、除染実施計画における除染等の措置の完了予定時期は平成28年度とされている。
福島県内では住宅がほぼ終了、農地・牧草地、子どもの生活環境を含む公共施設等で除染の進捗率が約９割に達し、
福島県外では「完了」、「概ね完了」の市町村が除染実施計画を策定した57市町村中54市町村となる等、予定した除染
の終了に近づいている。一方で、仮置場確保の難航等の事情から、福島県内では道路、生活圏の森林は約７割の進
捗であり、計画通りの除染終了に向け一段の加速化を図っている。

105出典：環境省作成

○「汚染状況重点調査地域」として指定を受けている市町村：

（当初）104市町村 → （現在）94市町村
これまでに線量低下などの理由で１０市町村が指定解除

○除染実施計画策定済み： 93市町村

○計画に基づく除染等の措置完了等： 58市町村
（措置完了：28市町村、完了又は概ね完了：30市町村。 引き続きモニタリング

等を実施）

○計画に基づく除染等の措置継続中： 35市町村
福島県内、県外の市町村では、除染実施計画において除染等の措置の完了

時期は平成28年度である。

○福島県内における進捗状況（平成28年12月末時点）

住宅：ほぼ終了 農地・牧草地、公共施設等：約９割

道路、森林（生活圏）：約７割

福島県外における進捗状況（平成28月12月末時点）

住宅：ほぼ終了 学校・保育園等、公園・スポーツ施設、

道路、農地・牧草地、森林(生活圏)：終了
（平成28月12月20日時点）



No.94 災害廃棄物対策における災害の規模と適用する措置

災害により生じた廃棄物処理について、適正な処理と再生利用を確保するとともに、円滑かつ迅速に処理するこ
と、また、これらについて、発災前から周到に備えることとの基本的考え方に基づき、平時の備えから通常時の対
応には廃棄物処理法の枠組みを、大規模災害時の対応にはさらに災害対策基本法の枠組みを活用し、平時の備
えから大規模災害発生時の対応まで、切れ目なく災害対策を実施・強化するための法整備がなされている。

106

災害廃棄物対策における災害の規模と適用する措置の考え方

出典：環境省 災害廃棄物対策情報サイト、除染実施地域（市町村除染）の概要・進捗 （平成28年11月末時点）



No.95 中間貯蔵の状況

◆中間貯蔵施設事業の状況
○用地については、平成29年1月末時点で約287ヘクタール（人数ベースで633人）の民有地を取得済み。
○昨年11月には、除染土壌を貯蔵する土壌貯蔵施設、輸送した除染土壌等の受入・分別施設に着工。
○今年度は平成29年２月までに、約15万㎥の除染土壌等を中間貯蔵施設予定地へ輸送。

107

中間貯蔵施設に係る見通しと進捗状況について

※ 中間貯蔵施設に係る「当面５年間の見通し」は、事業の進捗状況を踏まえ、必要に応じて随時見直しを行う。

年度

用 地 取 得 （累 計） 輸 送 量

施 設 整 備
見通し 実績 見通し 実績

27 22ha程度
(28年３月25日時点)

約22ha ５万㎥程度 45,382㎥
• 中間貯蔵施設の保管場を整備
平成28年度以降も随時必要な保管場を整備

28 140～370ha程度 約287ha
(1月末時点)

15万㎥程度
• 加えて、大熊町及び双葉町の協力
を得て、町有地を活用した保管場
に学校等に保管されている除染土
壌等の輸送を実施。

152,566㎥
(29年２月18日時点)

• ９月 仮設焼却施設（大熊町）着工
（29年度冬頃稼働予定）

• 11月 土壌貯蔵施設、受入・分別施
設着工（29年度秋頃稼働予定）

29 270～830ha程度

50万㎥程度
• 学校等に保管されている除染土壌
等を優先的に輸送(10万㎥程度)

• 先行して学校等から仮置場に搬出
済の市町村に配慮

• 今後の輸送量及び輸送台数を想定
し、これらに対応した道路交通対
策を輸送量の拡大に先立って実施

• 30年度の輸送量90～180万ｍ³に対
応する受入・分別施設、土壌貯蔵
施設を着工予定

• 双葉町の減容化施設着工予定（31
年度稼働予定）

• 焼却灰保管場を確保しつつ、廃棄
物貯蔵施設の整備に着手予定（31
年度稼働予定）

30 400～940ha程度 90万～180万㎥程度

31 520～1040ha程度 160万～400万㎥程度

32 640～1150ha程度
200万～600万ｍ³程度

(※累計500万～1250万㎥程度)

出典：環境省作成



その他
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No.96 QOL、幸福度

社会の豊かさを測る尺度として、持続可能性や人間の福利などを含めたより広範な視点への注目が進んでいるこ
とを背景に、国内総生産（GDP）を補完する指標体系の開発が国際的に進んでいる。環境対策・施策は、国民の
「幸福度」や「生活の質（QOL）」の向上に資するものであることが求められている。

109出典：OECD(2015) How’s Life? 2015

個人の幸福度

生活の質（QOL）
健康の状態
ワークライフバランス
教育・技能
社会的つながり
市民参加・ガバナンス
環境の質
個人の安全
主観的幸福度

物資的条件
所得・財産
仕事・収入
住居

幸福度を持続させるために必要な資本

自然資本 人的資本 経済資本 社会資本

OECDで評価されている幸福度指標

日本の評価結果健康認識、基本的衛生条件や
大気環境、政治参加の度合いが

相対的に低い



No.97 環境基本条例及び環境基本計画等を策定している地方公共団体の割合

環境基本条例及び環境基本計画等を策定している地方公共団体の割合は2014年度まで増加を続けてきており、
2012年度から2013年度にかけては特に大きく伸長したが、2015年度は、環境基本条例は前年度から1.6ポイント減
少して76.5％、環境基本計画等は前年度から5.6ポイント減少して75.3％となった。

110出典：環境省 環境基本計画に係る地方公共団体アンケート調査



No.98 計画の実施に際して地域の多様な主体が対話型で参画できている地方公共団体の割合

環境基本計画の実施に際して地域の多様な主体が対話型で参画できている地方公共団体の割合は、増加を続け
ており、2015年は94.3％となった。

111出典：環境省 環境基本計画に係る地方公共団体アンケート調査



No.99 中央環境審議会意見具申（平成26年７月）の概要

112
出典：中央環境審議会意見具申から作成

互いに影響し合い複合化する環境・経済・社会の諸問題

環 境
顕在化しつつある気候変動問題
生物多様性の減少
資源の大量消費・大量廃棄

化学物質リスク、除染、公害健康
被害の補償・救済

経 済
新たな成長分野の開拓の必要性

化石燃料の大量輸入による資金
流出
社会保障費の増大と財政赤字
地域経済の疲弊

社 会
人口減少・超高齢化、地方の消滅

市街地の拡散等による交通弱者の
発生等

東日本大震災を契機とした価値観
の変化
コミュニティの衰退

現時代が直面する複合的諸課題にトータルに
鋭く切り込む新たなアプローチ

環境と生命・暮らしを第一義とする文明論的時代認識と真に持続可能な
循環共生型の社会像の追求 ～環境・生命文明社会の創造～

〇100年後まで見通した新たなパラダイム 〇人と自然のいのちの輝きを実感できる社会

〇環境への負荷の少ない、循環を基調とする社会経済 〇自然の恵みを基調としたコミュニティや伝統文化の再生
〇地域の主体性を最大限に生かしながら、ネットワーク機能を 〇健康寿命の延伸と社会保障費の抑制

合わせ持つ魅力あるしなやかな社会の創出 〇日本の技術力を生かした地域・世界への貢献

〇長期的な国の活力と魅力を引き出す国土のグランドデザイン

ビ
ジ
ョ
ン

地域経済循環
の拡大

環境と経済の
好循環

健康で心豊かな
暮らしの実現

あるべき未来を
支える技術の

開発・普及

環境外交を通じた
22世紀型パラダイム

の展開

地域活性化グリーン経済 健康と豊かさ 環境技術 環境外交

ストックとしての
国土価値の向上

国土価値の向上

戦
略

「技術」、「社会システム」、「ライフスタイル」のイノベーションを主軸として、地域から世界までをカバーする６つの基本戦略を展開

低炭素・資源循環・自然共生を束にした統合的な環境政策

第四次環境基本計画に盛り込まれている「安全の確保を前提として、低炭素、循環、自然共生の各分野を統合的に達成する」ことについ
て、より具体化し、「環境、経済、社会の統合的向上」の実現に向けた政策の方向性を示す意見具申が中央環境審議会からなされた。
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No.100 地域循環共生圏（中央環境審議会意見具申）

出典：中央環境審議会意見具申から抜粋

都市と農村漁村の各域内において、地域ごとに異なる再生可能な資源（自然、物質、人材、資金等）が循環する自立・
分散型の社会を形成しつつ、都市と農村漁村の特性に応じて適切に地域資源を補完し合う仕組みが重要。
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